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明 細 書

発明の名称 ：電子機器及び振動音減衰方法

技術分野
[0001 ] 本発明は、電子機器及び振動音減衰方法に関する。

本願は、 2 0 1 1年 1 2 月 6 日に出願された日本国特願 2 0 - 2 6 6

8 3 6 号に基づき優先権を主張 し、その内容をここに援用する。

背景技術
[0002] 携帯電話や携帯情報端末などの電子機器として、例えば特許文献 1 が知ら

れている。特許文献 1 に示すような電子機器においては、ユーザに振動を検

知させる構成が用いられる場合がある。

先行技術文献

特許文献
[0003] 特許文献1 ：特開 2 0 1 0 _ 8 6 0 8 9 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0004] しかしながら、従来の電子機器においては、電子機器が振動すると、振動

による振動音が発生する。このため、例えば、ユーザが電子機器において音

楽等を聴いている場合等には、この振動音がノイズ音となり、音楽を聴き難

し、、という問題がある。

[0005] 本発明に係る態様は、電子機器の振動により発生する振動音を減衰するこ

とができる電子機器及び振動音減衰方法を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段
[0006] 本発明に係る一態様の電子機器は、振動を発生する振動部と、前記振動に

よるノイズ音に対 して逆位相となる逆位相音と、ユーザに向けた音声と、を

出力する音声出力部と、前記振動部を振動させるに伴い、前記逆位相音を前

記音声出力部から出力させながら、前記ユーザに向けた音声を前記音声出力

部から出力させる制御部と、を備える。



発明の効果
[0007] 本発明に係る態様によれば、電子機器の振動により発生する振動音を減衰

することができる。

図面の簡単な説明

[0008] [ 図1]本発明の実施形態による電子機器の機能構成を示すプロック図である。

[図2]本実施形態による電子機器の外観構成を示す斜視図である。

[図3]本実施形態による電子機器の断面構成を示す図である。

[図4]本実施形態による電子機器の断面構成を示す図である。

[図5]本実施形態による記憶部が記憶する音声テーブルのデータ構造及びデー

タ例を示す概略図である。

[図6A]本実施形態による電子機器の握り方の例を示すイメージ図である。

[図6B]本実施形態による電子機器の握り方の例を示すイメージ図である。

[図7]本実施形態による振動音減衰処理の手順を示すフロ一チヤ一 卜である。

発明を実施するための形態
[0009] 以下、図面を参照 しながら本発明の一実施形態について詳 しく説明する。

図 1 は、本実施形態による電子機器 1 0 0 の機能構成を示すプロック図で

ある。

電子機器 1 0 0 は、制御部 1 1 1 と、記憶部 1 1 2 と、内蔵マイク 1 1 3

と、内蔵スピーカ 1 1 4 と、表示部 1 0 と、振動部 1 6 と、操作部 1 1 5 と

、外部スピーカ 2 4 とを含んで構成させる。

[001 0] 振動部 1 6 は、ボイスコイルモータ一等を備え、振動を発生する。

内蔵マイク （収音部） 1 1 3 は、電子機器 1 0 0 の筐体内に設置され、振

動部 1 6 が発生する振動の振動音を収音する。振動音とは、振動により発生

する音声である。

内蔵スピーカ （第 1 のスピーカ） 1 1 4 は、電子機器 1 0 0 の筐体内に設

置され、振動部 1 6 が発生する振動の振動音を減衰するための音声を出力す

る。

外部スピーカ （第 2 のスピーカ） 2 4 は、電子機器 1 0 0 の外部に音声を



出力するスピーカであり、例えば、音楽や報知音等、ユーザに向けた音声を

出力する。

[001 1] 表示部 1 0 は、例えば液晶表示パネルや、有機 E L パネルなどであり、画

像等を表示する。なお、表示部 1 0 の表示面上に、不図示のタツチパネル機

構を設ける構成 としても構わない。

操作部 1 1 5 は、ュ一ザからの操作を受け付ける。操作部 1 1 5 は、表示

部 1 0 の表示面が設置される面に対する側面に設置される検知部を有す。検

知部は、接触の有無及び接触位置を検知する。

[001 2 ] 記憶部 1 1 2 は、振動部 1 6 の発生する振動と、操作部 1 1 5 の有する検

知部が検知する接触位置とに対応する音声データを記憶する。音声データは

、予め実験等により収音 した振動音に対 して逆位相 となる音声のデータであ

る。

制御部 1 1 1 は、電子機器 1 0 0 の各部を統括 して制御する。例えば、制

御部 1 1 1 は、操作部 1 1 5 の有する検知部が接触を検知 している場合にの

み、振動部 1 6 を振動させるときに、操作部 1 1 5 の有する検知部が検知す

る接触位置と、振動部 1 6 に発生させる振動とに対応する振動音の音声デー

タを記憶部 1 1 2 から読み出 し、振動部 1 6 を振動させると同時に読み出 し

た音声データに基づ く音声を内蔵スピーカ 1 1 4 に出力させる。すなわち、

制御部 1 1 1 は、振動部 1 6 における振動と同期させて内蔵スピーカ 1 1 4

から読み出 した音声データに基づ く音声を出力する。

[001 3 ] 図 2 は、本実施形態による電子機器 1 0 0 の外観構成を示す斜視図である

電子機器 1 0 0 の筐体は、表示部 1 0 と操作部 1 1 5 の有する検知部 2 2

とを保持する。

表示部 1 0 は、筐体のうち板面に設けられている。筐体のうち当該表示部

0 が設けられる面を、以下表示面と表記する。

操作部 1 1 5 は、筐体のうち表示面を囲む 4 辺に相当する 4 つの側面 F a

~ F d に設けられている検知部 2 2 A ~ D を有する。検知部 2 2 A は側面 F



a に設 け られ、検知部 2 2 B は側面 F b に設 け られ、検知部 2 2 C は側面 F

c に設 け られ、検知部 2 2 D は側面 F d に設 け られ る。検知部 2 2 A ~ D は

、各側面 F a ~ F d において外部 か らの （例 えばユーザの）接触 の有無及び

接触位置 を検 出する。 なお、各検知部 2 2 A ~ D に共通する事項 については

、 A ~ D の符号 を省略 し、単 に 「検知部 2 2 」又 は 「各検知部 2 2 」 と記す

[0014] 図 3 及び図 4 は、本実施形態 による電子機器 1 0 0 の断面構成 を示す図で

ある。 図 3 及び図 4 においては、電子機器 1 0 0 の構成要素 を判別 しやす く

するため、一部 の構成 を省略 して示 している。

図 3 及び図 4 に示すように、電子機器 1 0 0 は、表示部 1 0 、ベース部 1

1 、 ボ トムカバ一 1 5 、振動部 1 6 、検知部 2 2 、 カバ一部材 2 6 、 内蔵マ

イク 1 1 3 及び内蔵 ス ピーカ 1 1 4 を有 している。電子機器 1 0 0 は、 これ

らの各構成要素が積層 された状態で組み立て られている。

なお、制御部やバ ッテ リーな どの電源 は、本図には図示 されていない。

[001 5] 以 下、本実施形態 において、電子機器 1 0 0 の構成 を説明するに当た り、

X Y Z 直交座標 系 を用いる。 当該 X Y Z 直交座標 系 において、電子機器 1 0

0 の各構成要素の積層方向を Z 方向 とする。 また、 Z 方向に直交する平面 を

X Y 平面 と し、 X Y 平面 において直交する方向をそれぞれ X 方向及び Y 方向

とする。

[001 6] 表 示部 1 0 は、 Z 方 向視 で矩形 に形成 されている。表示部 1 0 は、 _ Z 側

の面が表示面 1 0 a とな っている。

ベース部 1 1 は、表示部 1 0 を保持する。ベース部 1 1 は、表示部 1 0 の

側部及び表示面 1 0 a の周縁部 を囲 うように形成 されている。ベ一ス部 1 1

は、電子回路 を収容するための第一筐体部分 1 0 1 とな っている。

[001 7] 振 動部 1 6 は、 固定部 1 6 a 、可動部 1 6 b 及び駆動部 を有 する。 固定部

1 6 a は、例 えば円筒状 に形成 されてお り、可動部 1 6 b 及び駆動部 を収容

する。 固定部 1 6 a は、 ボ トムカバ一 1 5 の開 口部 内に配置 されている。

[001 8] 可動部 1 6 b は、 Z 方 向に移動可能 に設 け られている。駆動部 は、可動部



6 b に接続 されてお り、当該可動部 1 6 b を Z 方向に移動させる。駆動部

と しては、例えばボイスコイルモータ一などが用い られている。駆動部の駆

動動作は、制御回路 （制御部 1 1 1 ) によって行われる。振動部 1 6 は、駆

動部が可動部 1 6 b を Z 方向に往復移動させることにより、可動部 1 6 b が

Z 方向に振動する構成である。

[001 9] 図 3 及び図 4 に示すように、 カバ一部材 2 6 は、電子機器 1 0 0 の + Z 側

の端部 を覆 っている。 カバ一部材 2 6 は、検知部 2 2 を有 している。

[0020] カバ一部材 2 6 及び検知部 2 2 は、電子回路 を収容するための第二筐体部

分 1 0 2 となっている。 また、当該第二筐体部分 1 0 2 と、上記のベース部

1 か らなる第一筐体部分 1 0 1 とにより、電子機器 1 0 0 の筐体が構成 さ

れている。

[0021 ] 内蔵マイク 1 1 3 は、第二筐体部分 1 0 2 内であって振動部 1 6 の近傍 に

設置されている。内蔵ス ピーカ 1 1 4 は、第二筐体部分 1 0 2 内であって内

蔵マイク 1 1 3 と異なる位置に設置される。

[0022] カバ一部材 2 6 は、振動部 1 6 の可動部 1 6 b に接続 されている。 したが

つて、 カバ一部材 2 6 は、可動部 1 6 b と一体的に Z 方向に移動可能に設け

られている。可動部 1 6 b が Z 方向に振動することにより、当該可動部 1 6

b の振動がカバー部材 2 6 に伝達され、 カバー部材 2 6 が Z 方向に振動する

ようになっている。

[0023] 例 えば、可動部 1 6 b が図 3 に示す状態か ら+ Z 方向に移動する場合には

、図 4 に示すように、 カバ一部材 2 6 及び検知部 2 2 は可動部 1 6 b の移動

に伴 って + Z 方向へ移動する。 したがって、第一筐体部分 1 0 1 と第二筐体

部分 1 0 2 との間が広がることにな り、第一筐体部分 1 0 1 と第二筐体部分

1 0 2 との間で相対的な移動が行われたことになる。

[0024] また、可動部 1 6 b が図 4 に示す状態か ら— Z 方向に移動する場合には、

カバ一部材 2 6 は可動部 1 6 b の移動に伴 って— Z 方向へ移動 し、図 3 に示

す状態に戻る。 この場合にも、第一筐体部分 1 0 1 と第二筐体部分 1 0 2 と

の間で相対的な移動が行われたことになる。本実施形態の場合、可動部 1 6



b をZ 方向に往復移動 （振動）させることにより、カバ一部材 2 6 及び検知

部 2 2 が振動する。

[0025] このように、電子機器 1 0 0 は、電子回路を収容するための第一筐体部分

1 0 及び第二筐体部分 1 0 2 を有する筐体と、所定方向に振動 して第一筐

体部分 1 0 1 と第二筐体部分 1 0 2 とを相対的に移動させる振動部 1 6 とを

備えるため、第一筐体部分 1 0 1 及び第二筐体部分 1 0 2 のうち少なくとも

—方を直接振動させることができる。これにより、振動を効率的に外部に伝

達することが可能となる。

[0026] 図 5 は、本実施形態による記憶部 1 1 2 が記憶する音声テ一プルのデータ

構造及びデータ例を示す概略図である。図示するように、音声テ一プルは、

行と列からなる2 次元の表形式のデータであり、振動パターンと、握 り方と

、音声データの各項目の列を有 している。このテ一プルの各行は振動パター

ンと接触位置の組毎に存在する。

振動パターンは、振動部 1 6 が発生する振動のパターンであり、例えば振

動周波数、位相、又は、振動振幅等の組合せである。握 り方は、ユーザが電

子機器 1 0 0 を保持するための握 り方であり、当該握 り方をした場合に操作

部 1 1 5 の検知部 2 2 A ~ Dが検知する接触位置である。握 り方の項目には

、例えば、ユーザが電子機器 1 0 0 を保持 したときに検知部 2 2 A ~ Dが検

知する接触位置が格納される。本図に示す例では、電子機器 1 0 0 の握 り方

に応 じた 2 パターン （パターン 1、パターン2 ) の接触位置が格納されてい

る。

例えば、握 り方 「パターン 1」には、図 6 A に示すように左右の側面を握つ

た場合の接触位置が格納される。また、握 り方 「パターン2 」には、図 6 B

に示すように上下の側面を握った場合の接触位置が格納される。音声データ

は、振動部 1 6 が発生する振動による振動音に対 して逆位相となる音声のデ

—タである。音声データには、握 り方の項目に格納された接触位置において

検知部 2 2 A ~ Dが接触を検知 している場合に、振動パターンで電子機器 1

0 0 が振動 したときに発生する振動音であつて、音量が所定の閾値 より大



きい振動音に対 して逆位相となる音声のデ一タが格納されている。この振動

音は、予め実験等により収音 したものである。また、閾値 は、例えば、人

の耳が聞き取れる音量である。閾値 より大きい振動音のみ逆位相を取るこ

とにより、人の耳では聞き取れない振動音まで除去することを防ぐことがで

きる。これにより、電子機器 1 0 0 における処理負荷を軽減することができ

る。

[0027] 次に、図 7 を参照 して、本実施形態による電子機器 1 0 0 における振動音

減衰処理について説明する。図 7 は、本実施形態による振動音減衰処理の手

順を示すフローチヤ一 卜である。制御部 1 1 1 は、振動部 1 6 に振動を発生

させるときにこの振動音減衰処理を行う。このとき、振動部 1 6 に発生させ

る振動の振動パターンは既に決定 している。

まず、制御部 1 1 1 は、検知部 2 2 A ~ Dが接触を検知 しているか否かを

判定する （ステップS 1 0 1 ) 。制御部 1 1 1 は、接触を検知 していない場

合 （ステップS 1 0 1 ：N o ) は、処理を終了する。

[0028] —方、制御部 1 1 1 は、接触を検知 している場合 （ステップS 0 ：Y

e s ) は、振動部 1 6 に発生させる振動の振動パターンと、検知部 2 2 A ~

Dが検知 している接触位置の握 り方とに対応する音声データを記憶部 1 1 2

の音声テ一プルから読み出す （ステップS 1 0 2 ) 。

次に、制御部 1 1 1 は、当該振動パターンで振動部 1 6 を振動させると同

時に音声テ一プルから読み出した音声データに基づく音声を内蔵スピーカ 1

4 に出力させる （ステップS 1 0 3 ) 。すなわち、制御部 1 1 1 は、振動

部 1 6 の振動と内蔵スピーカ 1 1 4 から出力させる音声を同期させる。これ

により、振動による振動音が内蔵スピーカ 1 1 4 から出力された音声により

減衰される。

[0029] 次に、制御部 1 1 1 は、内蔵スピーカ 1 1 4 に音声を出力させてから所定

時間経過 したか否かを判定する （ステップS 1 0 4 ) 。制御部 1 1 1 は、所

定時間経過 していない場合 （ステップS 1 0 4 ：N o ) には、ステップS

0 4 へ戻る。



—方、制御部 1 1 1 は、所定時間経過 した場合 （ステ ップ S 0 4 ：Y e

s ) は、 内蔵マイク 1 1 3 によ り収音 した音声 に基づいて、 内蔵ス ピーカ 1

4 によ り出力する音声 を補正する。具体的には、制御部 1 1 1 は、 内蔵マ

イク 1 1 3 によ り収音 した音声の音量が所定の閾値 よ り大 きい場合であ つ

て、収音 した音声 に対 して逆位相 となる音声 とステ ップ S 1 0 2 において読

み出 した音声 との差が所定の閾値以上である場合 に、 内蔵マイク 1 1 3 によ

り収音 した音声 に対する逆位相の音声 を、 内蔵ス ピーカ 1 1 4 によ り出力す

る。

[0030] このように、本実施形態 によれば、電子機器 1 0 0 は、振動パ ター ンと握

り方 に応 じた振動音 に対 して逆位相 となる音声データを予め音声テ一プル に

記憶 し、振動 を発生する際に、音声テ一プルか ら読み出 した音声データに基

づ く音声 を内蔵ス ピーカ 1 1 4 によ り出力する。 これによ り、 内蔵ス ピーカ

1 1 4 か ら出力された音声 によ り振動音 を減衰することがで きる。 また、 出

力する音声 を音声テ一プルか ら読み出 しているため、 内蔵マイク 1 1 3 によ

り振動音 を収音する場合 と比べて処理負荷が軽減 される。更には、 内蔵マイ

ク 1 1 3 によ り振動音 を収音する必要がないため、処理時間が短 くな り、振

動音の発生 と内蔵ス ピーカ 1 1 4 による音声の出力 との間のタイムラグが小

さ くなる。

更に、所定時間経過後 に、 内蔵マイク 1 1 3 によ り収音 した振動音 に基づ

いて、 内蔵ス ピーカ 1 1 4 か ら出力する音声 を補正 しているため、 よ り精度

良 く振動音 を減衰することがで きる。

[0031 ] また、図 7 に示す各ステ ップを実現するためのプログラムをコンピュータ

読み取 り可能な記録媒体 に記録 して、 この記録媒体 に記録 されたプログラム

をコンピュータシステムに読み込 ませ、実行することによ り、画像表示処理

を行 ってもよい。なお、 ここでいう 「コンピュータシステム」 とは、 O S や

周辺機器等のハ 一 ドウエアを含むものであ ってもよい。

また、 「コンピュータ読み取 り可能な記録媒体」 とは、 フロッピ一 （登録

商標）デ ィスク、光磁気デ ィスク、 S D カー ド、 フラッシュメモ リ等の書 き



込み可能な不揮発性 メモ リ、 C D — R O M 等の可搬媒体、 コンピュータシス

テムに内蔵されるハ一 ドデ ィスク等の記憶装置のことをいう。

[0032] さらに 「コンピュータ読み取 り可能な記録媒体」 とは、インタ一ネッ ト等

のネッ トワークや電話回線等の通信回線 を介 してプログラムが送信 された場

合のサーバやクライアン 卜となるコンピュータシステム内部の揮発性 メモ リ

(ィ列えば D R A M (Dynam i c Random Access Memory) ) のように、一定日寺間

プログラムを保持 しているものも含むものとする。

また、上記 プログラムは、 このプログラムを記憶装置等に格納 したコンビ

ュ一タシステムか ら、伝送媒体を介 して、あるいは、伝送媒体中の伝送波に

より他のコンピュータシステムに伝送されてもよい。 ここで、 プログラムを

伝送する 「伝送媒体」は、インタ一ネッ ト等のネッ トワーク （通信網）ゃ電

話回線等の通信回線 （通信線）のように情報 を伝送する機能を有する媒体の

ことをいう。

また、上記 プログラムは、前述 した機能の一部 を実現するためのものであ

つても良い。

さらに、前述 した機能をコンピュータシステムにすでに記録 されているプロ

グラムとの組み合わせで実現できるもの、いわゆる差分 ファイル （差分 プロ

グラム）であっても良い。

[0033] 以上、図面を参照 してこの発明の実施形態について詳 しく説明 してきたが

、具体的な構成は上述のものに限 られることはな く、 この発明の要旨を逸脱

しない範囲内において様 々な設計変更等をすることが可能である。

例えば、上記各実施形態において、第一筐体部分 と第二筐体部分 との間を

密閉する構成 と しても構わない。 これにより、電子機器の内部 を麈ゃ埃など

の異物か ら保護することができる。

[0034] また、上記各実施形態では、振動部 を 1 個配置させる構成 を例 に挙げて説

明 したが、 これに限 られることは無い。例えば振動部 を複数配置させる構成

であっても構わない。 この場合、振動部 を異なる複数位置に設けることがで

きる。例えば、振動部 1 6 を電子機器 1 0 0 の 4 つの角部 に 1 つずつ配置さ



せた構成であっても構わない。

[0035] また、上記各実施形態では、振動部による振動の態様として、可動部が往

復移動する場合を例に挙げて説明 したが、これに限られることは無い。例え

ば、固定部 4 6 a 及び可動部 4 6 b を有する振動部 4 6 において、可

動部 4 6 b が固定部 4 6 a を中心に回動する方向に往復移動することで

振動を発生させる構成としても構わない。

[0036] また、上記各実施形態では、第二筐体部分 1 0 3 に電子回路を収容 してい

るが、第一筐体部分 1 0 2 にすベての電子回路を収容 して第二筐体部分 1 0

3 には電子回路を収容 しないようにしても構わない。

[0037] なお、上記各実施形態では振動部の振動によるノイズ音を減衰 し、音楽や

報知音等、ユーザに向けた音声を聞き易くすることができたが、さらに、電

子機器の表示部に表示される画像とュ一ザに向けた音声と振動とを対応させ

てュ一ザが臨場感を得 られる演出を行っても良い。

例えば、表示部に、ュ一ザに対 して車が近付いてくる画像を表示 し、当該

車が遠い位置にいるときは比較的小さいエンジン音と比較的弱い振動とを発

生させ、車が近付いてくるにつれ、エンジン音と振動とを徐々に大きくする

ようにしても良い。このとき、振動の強弱に応 じた逆位相音を出力すること

で、振動部の振動によるノイズ音を減衰 し、かつ、ユーザが臨場感を得 られ

る演出を行うことができる。

また、例えば、表示部に、車が右から左へ移動する画像を表示 し、当該車

の移動に合わせてエンジン音と振動とが右から左へ移動するように、ユーザ

に向けた音声と振動部の振動とを制御 しても良い。このとき、振動の移動に

応 じた逆位相音を出力することで、振動部の振動によるノイズ音を減衰 し、

かつ、ュ一ザが臨場感を得 られる演出を行うことができる。

なお、表示部に表示される画像に応 じて上記の振動の強弱と移動とを組み

合わせてもよく、この場合、振動の強弱と移動とに応 じた逆位相音を出力す

ることで、振動部の振動によるノィズ音を減衰することができる。

符号の説明



0 0 電子機器 1 1 1 制御部 1 1 2 記憶部 1 1 3 内蔵マイ

ク 1 1 4 内蔵 ス ピー カ 1 1 5 操作部 1 0 表示部 1 0 1 第一

筐体部分 1 0 2 第二筐体部分 1 6 振動部 2 4 外部 ス ピー カ



請求の範囲

[ 請求項 1] 振動 を発生する振動部 と、

前記振動 によるノィズ音 に対 して逆位相 となる逆位相音 と、ユーザ

に向けた音声 と、 を出力する音声出力部 と、

前記振動部 を振動 させるに伴 い、前記逆位相音 を前記音声出力部か

ら出力させなが ら、前記ユーザに向けた音声 を前記音声出力部か ら出

力させる制御部 と、

を備 える電子機器。

[ 請求項 2 ] 前記音声出力部 は、第 1 のス ピーカと第 2 のス ピーカとを備 え、

前記制御部 は、前記第 1 のス ピーカか ら前記逆位相音 を出力させ、

前記第 2 のス ピーカか ら前記ユーザに向けた音声 を出力させる、

請求項 1 に記載の電子機器。

[ 請求項 3 ] 前記第 1 のス ピーカは筐体の内部 に設 け られている、

請求項 2 に記載の電子機器。

[ 請求項 4 ] 表示部 を備 え、

前記表示部 に表示 される画像 と、前記ュ一ザに向けた音声 と、前記

振動 とが対応 している、

請求項 1 か ら請求項 3 のいずれか 1 項 に記載の電子機器。

[ 請求項 5 ] 前記逆位相音のデータを記憶する記憶部 を備 え、

前記制御部 は、前記振動部 を振動 させるに伴 い、前記記憶部か ら前

記データを読み出 し、読み出 した前記データに基づ く逆位相音 を前記

音声出力部か ら出力させる、

請求項 1 か ら請求項 4 のいずれか 1 項 に記載の電子機器。

[ 請求項 6 ] 前記振動部 は複数備 え られている、

請求項 1 か ら請求項 5 のいずれか 1 項 に記載の電子機器。

[ 請求項 7 ] 前記振動部がボイスコィルモータ一である、

請求項 1 か ら請求項 6 のいずれか 1 項 に記載の電子機器。

[ 請求項 8 ] 筐体への接触 を検知する検知部 を備 え、



前記制御部 は、前記検知部が接触 を検知 している場合 にのみ、前記

音声出力部か ら前記逆位相音 を出力させる

請求項 1 か ら請求項 7 のいずれか 1 項 に記載の電子機器。

[ 請求項 9 ] 前記制御部 は、前記振動部 を振動 させるに伴 い、前記検知部が検知

する接触 と前記振動部が発生する振動 とに対応する ノィズ音 に対 して

逆位相 となる逆位相音 を前記音声出力部か ら出力させる、

請求項 8 に記載の電子機器。

[ 請求項 10 ] 前記検知部 は、前記筐体への接触位置 を検知する、

請求項 8 又は請求項 9 に記載の電子機器。

[ 請求項 11] 前記検知部 は、前記筐体の側面 に設置 されている、

請求項 8 か ら請求項 1 0 のいずれか 1 項 に記載の電子機器。

[ 請求項 12 ] 前記制御部 は、所定の閾値 よ り大 きいノィズ音 に対 して逆位相 とな

る逆位相音 を前記音声出力部か ら出力させる、

請求項 1 か ら請求項 1 1 のいずれか 1 項 に記載の電子機器。

[ 請求項 13 ] 前記 ノィズ音 を収音する収音部 を備 え、

前記制御部 は、前記振動部が振動 を発生 してか ら所定時間経過後 に

、前記収音部が収音するノイズ音 に基づいて、前記音声出力部か ら出

力する前記逆位相音 を補正する

請求項 1 か ら 1 2 いずれか 1 項 に記載の電子機器。

[ 請求項 14] 振動 を発生する振動部 と、

前記振動 によるノィズ音 に対 して逆位相 となる逆位相音 と、ユーザ

に向けた音声 と、 を出力する音声出力部 と、

を備 える電子機器が、

前記振動部 を振動 させるに伴 い、前記逆位相音 を前記音声出力部か

ら出力させなが ら、前記ユーザに向けた音声 を前記音声出力部か ら出

力させるステ ツプと、

を有する振動音減衰方法。
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